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１【提出理由】

　当社は、平成25年２月１日開催の取締役会において、財政状態、経営成績およびキャッシュ・フローの状況に著しい影響を与

える事象を決議しましたので、金融商品取引法第24条の５第４項および企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第12

号の規定に基づき提出するものであります。

 

２【報告内容】

企業結合における交換利益

(1）当該事象の発生年月日　平成25年２月１日（取締役会決議日）

(2）当該事象の内容および損益に与える影響額

　平成25年１月１日付で、当社の持分法適用関連会社であるユニバーサル造船株式会社（現ジャパン　マリンユナイテッド株

式会社）を存続会社とする合併が行われたことにより、当社の同社に対する持分比率が減少し、同日をもって同社は当社の

持分法適用関連会社から除外されました。

　これに伴い、個別財務諸表上、同社株式を関連会社株式からその他有価証券に時価で振り替えたことにより発生した差額22

億円を、企業結合における交換利益として、平成25年３月期決算において特別利益に計上する予定であります。

　なお、当該交換利益は、既に持分法による投資利益に反映されているため、連結損益に与える影響はありません。

 

以上

 

EDINET提出書類

日立造船株式会社(E02124)

臨時報告書

2/2


	表紙
	本文
	１提出理由
	２報告内容

